
　　このたび、千葉市の財政情報を皆様に分かりやすくお知らせするため、平成30年度決算に係る財務書類４表を作成しました。

　　千葉市では、平成27年度決算までは「基準モデル」、平成28年度決算からは、国の要請を受け、「統一的な基準」に基づき財務書類を作成しています。

    なお、本資料の数値は、連結ベース（一般会計、14特別会計、3企業会計に加え、17外郭団体等（市と連携して行政サービスを実施している関係団体等）を合わせたもの）で表しています。

　

１　貸借対照表　（平成31年3月31日現在） ３　純資産変動計算書　（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

　基準日時点で市が保有する財産の状況（資産、負債及び純資産の残高）を表しています。 　純資産の１年間の増減を表しています。

２　行政コスト計算書　（平成30年4月1日～平成31年3月31日） ４　資金収支計算書　（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

　１年間の行政活動のうち、福祉活動など資産形成に結びつかない行政サービスに係る費用と､その行政 　資金（現金預金など）の1年間の増減を、性質の異なる3つの区分毎に表しています。

サービスの直接の対価として得られた収入の状況を表しています。
（単位：億円）

連結 連結
１　業務費用 3,022
　（１）人件費(職員給与費､賞与引当繰入額など) 1,200

　（２）物件費等(委託料､資産の減価償却費など) 1,560 経 常 収 益 合 計 711

　（３）その他の業務費用(地方債利息など) 262 【 臨 時 利 益 】 21

２　移転費用(補助金、社会保障給付費など) 3,415

経 常 費 用 合 計 6,437

【 臨 時 損 失 】 46

【 純 行 政 コ ス ト 】 5,751

【 経 常 費 用 】 【 経 常 収 益 】

使用料及び手数料など 711

連結 連結

１　固定資産 28,018 １　固定負債 12,388

　（１）有形固定資産 27,356 　（１）地方債等（償還期限1年を超えるもの） 9,698

　　①事業用資産（庁舎、学校、福祉施設など） 9,257 　（２）退職手当引当金 652

　　②インフラ資産（道路､公園､下水道施設など） 17,560 　（３）その他 2,038

　　③物品 539 ２　流動負債 1,606

　（２）無形固定資産（ソフトウェアなど） 286 　（１）１年以内償還予定地方債等 1,292

　（３）投資その他の資産(有価証券、出資金など) 376 　（２）その他 314

２　流動資産 1,554

　（１）現金預金 364 負 債 合 計 13,994

　（２）基金（財政調整基金・減債基金） 1,036

　（３）その他 154

資 産 合 計 29,572 負 債 ・ 純 資 産 合 計 29,572

【 純 資 産 の 部 】 15,578

（単位：億円）

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

千葉市の財務書類４表（平成30年度決算）の概要

○ 資産・負債・純資産及び純行政コスト

資産：2兆9,572億円(対前年比 98億円減) 負債：1兆3,995億円(同 357億円減) 純資産：1兆5,578億円(同 259億円増)

純行政コスト：5,751億円(同 10億円減)

○ 資産に対する純資産の比率（将来世代の負担義務のない部分の割合）：53％(同 1ポイント増)

千葉市の財務書類のポイント

3兆円程度保有しており、うち95％が庁舎、学校、道路などの固定資産となっています。

ポイント①：資産

1兆4千億円程度あり、

うち78％が地方債とな

っています。

ポイント②：負債

1兆5千億円程度あり、

資産に対する純資産の

比率は53％となっ

ています。

ポイント③：純資産

経常費用(＋臨時損失)と

経常収益(＋臨時利益)の

差が純行政コストです。

6千億円程度となり､税収

等で賄うことなります。

ポイント②：純行政コスト

令和2年3月
作成:財政課

（単位：億円）

連結

　　　　　【前年度末純資産残高】　　① 15,319

　１　純行政コスト（△） △ 5,751

　２　財源 5,618

　　　　税収等 3,589

　　　　国県等補助金 2,029

　３　本年度収支差額（１＋２） △ 133

　４　資産評価差額等 392

　　　　　【本年度純資産変動額】　②（３＋４） 259

　　　　　【本年度末純資産残高】　③（①＋②） 15,578

連結
業務活動収支　A 303

１　業務支出（人件費、扶助費、補助金など） 5,854
２　業務収入（税収入、国県支出金、使用料・手数料など） 6,160
３　臨時支出（災害復旧事業費など） 16
４　臨時収入（資産売却益など） 13

投資活動収支　B △ 145
１　投資活動支出（公有財産購入費、貸付金など） 903
２　投資活動収入（固定資産売却収入、貸付金元利収入など） 758

財務活動収支　C △ 151
１　財務活動支出（公債元金・利子償還金など） 1,170
２　財務活動収入（公債発行収入など） 1,019

7
前年度末資金残高　          ② 282
比例連結割合変更に伴う差額　③ 0

289
75

364本年度末現金預金残高　　 ⑥（④＋⑤）

（単位：億円）

本年度資金収支額　          ①（A＋B＋C）

本年度末資金残高　          ④（①＋②＋③）
本年度末歳計外現金残高　⑤

経常費用の半分以上を社会保障給付費などの移転費用が占めています。

少子超高齢化の進展に伴い、社会保障給付費が増加傾向となっています。

ポイント①：経常費用


